
防災活動に関する事務事業見直し（素案）に対する意見募集の結果について

パブリック・コメント手続によって寄せられた意見と市の考え方は、次のとおり

です。

１ 政策等の題名

防災活動に関する事務事業見直し（素案）

２ 意見の募集期間

令和４年１２月２１日（水曜日）から令和５年１月２０日（金曜日）まで

３ 意見の募集結果

①提出者数・意見数 ６人 １５件

②提出方法 直接持参 ２人 ６件

郵送 １人 ５件

ＦＡＸ １人 ２件

Ｅメール ２人 ２件

③政策等に反映した意見 ２件

４ 意見の概要と市の考え方

№ 意見の概要 市の考え方 案の修正

１ 活動補助金について「運営」

に係る補助金額の算出基準を

加入世帯数とすることについ

ては再考の必要があるのでは

ないか。

自治会を含めて自主防災組織

についてもその活動は地域

（地区）全体を対象にしてボ

ランティア活動を行う団体で

あるところ、それらの補助金

算出基準を「加入世帯数」と

すると非加入世帯は対象から

除外されるとの誤解が生じる

のではないか。従来から加入

世帯数という基準が使われて

きていることで、活動の対象

について誤解を生じさせてし

まうのでは。

自主防災組織等に対しては、

災害時には地域内外や帰宅

困難者等様々な方が避難す

る避難所の運営や地域内の

被害状況の把握など、自治会

の加入未加入や地域内外等

の枠にとらわれず活動をし

ていただくことをお伝えし

ており、今後も、活動の対象

について誤解が生じること

のないよう説明を行ってま

いります。

なお、補助金につきまして

は、平時の組織運営や活動に

対するものであるため、活動

を行う組織の世帯数ごとに

交付することとしています。

修正なし



№ 意見の概要 市の考え方 案の修正

２ ながら訓練の具体例について

教えてください

ながら防災訓練の具体例と

して「自治会総会」「環境美

化活動」「運動関係」等のイ

ベントの参集時に近隣同士

声を掛け合う「安否確認」や

一緒に参集する「避難誘導」、

参集時に参集ルートで危険

となる箇所を確認し共有し

合う「避難ルート確認」、イ

ベントに合わせて行う「炊き

出し訓練」などがあります。

修正なし

３ 補助金の交付は年１回と記載

しているが、交付申請は年度

末でもよいか

補助金の交付申請は防災訓

練等の防災活動を行う前に

ご提出いただき、市から交付

決定を受けた後に防災活動

を行い、計画する全ての訓練

等防災活動が終了しました

ら、速やかに実績報告等を提

出していただきます。

修正なし

４ 被災者の９割以上が在宅避難

である上、避難所の新型コロ

ナ対策、要配慮者やペット対

策など在宅避難の重要性が増

す中、公的機関は公助や共助、

弱者支援に重点を置かざるえ

ない傾向である中で、自助の

基本施策である減災の実行能

力の促進が極めて重要である

ことから、活動に係る補助の

対象に、減災学習・訓練を明

記、または新規項目で追加し

ていただきたい。

減災に関する訓練等につき

ましては、現状におきまして

も、自主防災組織が行う防災

活動として交付対象として

おり、令和５年４月以降も交

付対象としております。

「減災」につきましては、御

指摘のとおり、交付対象とな

ることを明記し、見直し案を

「図上訓練」から「防災･減

災に係る図上訓練」に修正し

ます。

修正あり



№ 意見の概要 市の考え方 案の修正

５ 防災訓練実施の際に少人数、

短時間で訓練を行う方式で、

年度内に複数回実施する場合

や訓練対象者を変えて別日で

実施した場合は延べ人数で申

請を可能として ほしい。

自主防災組織の会議や訓練

等組織を運営していくため

の費用については、世帯数に

応じた額で補助し、自主防災

組織の訓練に参加した場合

には参加者に乗じて補助金

を交付します。なお、年度内

に日付を分けて複数回の「防

災訓練」「ながら防災訓練」

を実施した場合には参加者

数（同一人が複数の訓練に参

加した場合は、一名としま

す）に応じた補助金を交付

し、図上訓練、避難所運営委

員会に参加した場合は延べ

人数で補助金を交付します。

修正なし

６ 自治会班長会議で訓練を複数

回にわたり実施した場合に延

べ人数で申請を可能としてほ

しい。

№５回答を参照のこと 修正なし

７ 研修を行った際の外部講師を

依頼した場合に係る費用や研

修資材の購入費も補助として

ほしい。

外部講師及び研修資材の購

入費用も含めて防災活動に

係る補助金の活用をお願い

します。

修正なし



№ 意見の概要 市の考え方 案の修正

８ 自主防災組織の組織化率の向

上について、アンケート結果

にある自治会員の高齢化、防

災倉庫設置場所や資材の購入

費不足の問題に答えたもので

はなく、結成の手続きの負担

も軽減されるものではありま

せん。素案において防災訓練

や安否確認など継続して行え

ば自主防災組織として認定し

カウントアップにつながると

考えて良いのでしょうが、他

の自治体も同じ認定基準なの

でしょうか。組織率をごまか

してはならないと考えます。

防災活動に関する事務事業

の見直しは、自主防災活動の

現状やアンケート結果から、

課題を見つけ、自治会等の負

担を軽減しながら、地域の防

災活動を更に活発にしよう

とするものです。

今回の見直しでは、自治会等

の負担軽減及び、災害時にお

ける地域内での声の掛け合

い・安否確認などによる逃げ

遅れを無くすことも重要な

防災活動であると認識し、自

主防災組織を結成していな

い自治会等で行う防災訓練

に対しても、自主防災組織と

して補助金を交付すること

といたしました。

しかしながら、自主防災組織

としてしまいますと、組織化

に結び付かない事も考えら

れますので、自主防災組織を

組織せず防災訓練を行う自

治会等は「準自主防災組織」

として位置づけ、自主防災組

織への足掛かりとし、自主防

災組織の組織化に向けて働

き掛けをしてまいります。

修正あり

９ 平常時に避難所運営委員会の

シュミレーションはできると

思うが、年１回くらいの訓練

では不安です。

避難所運営委員会に関する

訓練につきましては、避難所

運営委員会組織後、委員会の

中で訓練内容や回数を協議

のうえ決めてまいります。

修正なし



№ 意見の概要 市の考え方 案の修正

１０ 補助金の見直しについては現

実的な見直しをよろしくお願

いします。

見直し案は本案のとおりと

なります。

修正なし

１１ 「結成に関する書類がなく

ても…」の部分、この表現は

発生時の記載であり平常時

の活動が最重要です。これを

自主防災組織とするとの文

言には違和感を感じる。

自主防災組織の設立につき

ましては、これまで、自主防

災組織規約や防災計画、任務

分担等の作成が必要で、設立

までの負担が結成を阻害す

る要因の一つであると考え

ております。

このため、自主防災組織を結

成していない自治会等につ

いても、市で提案する訓練を

行った場合は「準自主防災組

織」として、防災活動の活性

化を図り、地域の防災力向上

を図りたいと考えておりま

す。

なお、準自主防災組織に対し

ては自主防災組織の組織化

に向けて働き掛けをしてま

いります。

修正なし

１２ 避難所運営委員会の設立は良

い施策と思います。

ご理解いただきありがとう

ございます。

修正なし

１３ 新たな訓練メニューは良いと

おもいます。

ご理解いただきありがとう

ございます。

修正なし



№ 意見の概要 市の考え方 案の修正

１４ ５ページが総体的に判りづら

く表示するのであれば、一覧

表にまとめて提示した方が良

い。

補助の要件を変更したもの

や、新たに補助対象としたも

のがあるため、補助対象ごと

に説明をいたしております。

修正なし

１５ 運営に係る補助の世帯数は細

かすぎる。100世帯単位にして
800 世帯くらいまでを検討し
てほしい。

運営に係る費用は、会議や訓

練、資料作成等に対する費用

としており、世帯数が多いほ

ど１人に掛かる費用が世帯

数の少ない自治会等より抑

えられるものと考えており

ます。

修正なし


